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“3 月にトランプ政権は、鉄鋼およびアルミニウムに対する追加関税と中国製品に対する追加関税の導入を発表し、世界的に
緊張が高まりました。金融市場では、引き続き変動性の高い状況が続く可能性があり、とりわけアジア域内においては、中国、
韓国、日本、台湾が今回の措置により貿易の損失が膨らむ可能性があることから、投資家はその影響について注視する必要が
あると思われます。関税は実体経済に影響を与えるものの、これまで世界の経済成長を阻害したという事象は見当たりません。”

ジェフ・ルイス、シニア・ストラテジスト、マニュライフ・アセット・マネジメント

当資料に関する留意事項については、最終ページを必ずご覧ください。

2017年の力強い経済成長を受けて、3月の全国人民代表大会では、
いくつかの段階的な金融改革を除きマクロ経済政策は維持されました。

二国間交渉への布石

今回の米国の追加関税措置は、対中貿易における構造的な
不均衡状態を解決するための本格的な二国間交渉への布石
であると考えられます。

予想される米ドル安
米国の保護貿易政策によって米ドル安が誘引され、
同国の貿易赤字の拡大は抑制されると見込まれます。

米国の追加関税措置が経済に与える影響は？
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中国：全国人民代表大会後も政策は継続

経済成長率

6.5％
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